様式１
誓　　約　　書
令和　　年　　月　　日
中部地方整備局長　殿
宅地建物取引士
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　　　
私は、宅地建物取引業法第３１条の３第１項の規定に基づく下記の事務所における専任の宅地建物取引士になることを承諾し、常時当該事務所に勤務してその業務に専念することを誓約します。
記
１　商号又は名称
２　代表者氏名
３　勤務する事務所名
４　当該事務所の所在地
様式２
証　　明　　書
当社の取締役　●●　●●　は、当社の非常勤取締役であることを証明します。

令和　　年　　月　　日

所　在　地

商号（名称）

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　
中部地方整備局長　殿

· 常勤の代表者、専任の宅地建物取引士について兼務先がある場合、略歴書にその内容を記載するとともに、兼務先の役職が代表者以外の役員である場合は、本書の提出が必要。
· 兼務先の代表者名にて証明する。

様式３
誓　　約　　書

私は、株式会社○○○○の代表者及び専任の宅地建物取引士と有限会社△△△△の代表取締役を兼ねておりますが、下記の理由により、今回申請の株式会社○○○○の代表者及び専任の宅地建物取引士として常勤し、宅地建物取引業の業務を遂行することを誓約します。

記

（例）上記２法人は、同一建物内にあるため。

（例）有限会社△△△△の代表取締役としての業務は、取締役□□　□□に任せているため。
　　　有限会社△△△△　所在地　・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　　　　　　　　　　　電話番号・・・・・・・・・・・・
令和　　年　　月　　日

住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　　　
中部地方整備局長　殿

· 常勤の代表者、専任の宅地建物取引士が他社の代表者も兼ねている場合は、略歴書にその内容を記載するとともに、本書の提出が必要。

様式４
誓　　約　　書

私は、株式会社○○○○の代表者と有限会社△△△△の代表取締役を兼ねておりますが、下記の理由により、今回申請の株式会社○○○○の代表者として常勤できませんので、宅地建物取引業の業務を遂行するため、政令使用人を定めておきます。

なお、代表者として常勤できるようになりましたら、政令使用人を解任させることを誓約します。
記

（例）有限会社△△△△の建設業許可において、専任の技術者として常勤する必要があるため。
　　　有限会社△△△△　所在地　・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　　　　　　電話番号・・・・・・・・・・・・
令和　　年　　月　　日

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　
中部地方整備局長　殿

· 代表者が常勤できず、政令使用人を設置する場合は、本書の提出が必要。

様式５
申　　立　　書
令和　　年　　月　　日
中部地方整備局長　殿
所　在　地

商号（名称）

代表者氏名　　　　　　　　　　　
　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日までの　　年間について、宅地建物取引業を営んでおりましたが、下記の理由により売買、媒介の実績がありませんでした。
記
（例）引き合いは多数あったものの金額等の条件の折り合いがつかず、契約には至らなかったため。
様式６－１
理　　由　　書
令和　　年　　月　　日
中部地方整備局長　殿
所　在　地

商号（名称）

代表者氏名　　　　　　　　　　　
当社は、　　　年　　月　　日に設立し、決算日が　　月　　日のため、未だ第一期の決算期が到来しておらず、貸借対照表及び損益計算書並びに法人税の納税証明書が添付できません。
様式６－２
開　始　貸　借　対　照　表
　
	資　　　産
	負債・資本

	科　目
	金　額
	科　目
	金　額

	現　金
	
	資本金
	

	合　計
	
	合　計
	


上記のとおり相違ありません。

令和　　年　　月　　日
所　在　地

商号（名称）

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式７
出　向　証　明　書

　

中部地方整備局長　殿

　下記の当社社員について、                   に出向していることを証明します。

記
　出向社員氏名　　　　

　出向先　　　　

　出向日　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号（名称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　
